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要 旨 

九州地域で 2014 年度から 2017 年度に観測された PM2.5 日平均値に空間濃度

分布予測手法である Regression Kriging 法（以下，「RK 法」）を適用した。一般

的に用いられる交差検証法を用いて予測精度を評価した結果，構築した RK 法

の予測精度は良好であることが示された。 
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はじめに 

大気汚染物質の常時監視は，大気汚染防止法に基づい

て全国の自治体が実施している。微小粒子状物質（PM2.5）

については 2009 年 9 月に環境基準が制定され，2010 年

度以降に全国的な監視体制の整備が進められた結果，

2017 年度時点では 800 以上の測定局が配置されている

1）。これは，PM2.5 の社会問題化への対応として進められ

た側面もあり，実際に熊本県では，国が示す事務の処理

基準に基づく必要局数よりも 5 局多い 19 の一般大気環

境測定局を配備し監視を行っている。 

一方，PM2.5濃度は近年減少傾向にあり，全国の一般大

気環境測定局の環境基準達成率は，16%（2013 年度）か

ら 90%（2017 年度）と大きく改善している 1） ,2）。熊本

県内でも 9%（2013 年度）から 72%（2017 年度）と改善

している 3） ,4）。このような大気汚染状況の変化を鑑み

れば，測定局の配置の適正化について検討を行うことが

今後の課題になると考えられる。 

このためには，大気汚染物質の空間濃度分布を適切に

把握することが必要である。大気汚染物質の空間濃度分

布予測手法の中で近年用いられている RK 法は，Land 

Use Regression（以下，「LUR」）法と呼ばれる線形回帰

モデルと観測値間の残差に空間補間法である Ordinary 

Kriging（以下，「OK」）法を適用するものである 5）。

RK 法は，原理的に観測データが限られる場合も高精度

での予測が可能であり，数㎞以下の空間解像度を得るこ

とができる。また，RK 法と LUR 法の予測値を比較した

研究では，前者の予測精度が良好であると報告されてい

る 6~8）。RK 法の予測は説明変数の選択などの経験則的

な要素が含まれるため，予測する領域に応じた条件の設

定が重要となる。これまで日本国内では，全国スケール

での予測が行われた事例 9）はあるものの，九州地域を対

象とした事例は確認できない。 

以上のことから，本研究では，PM2.5日平均値を用いた

RK 法により九州地域の空間濃度分布を予測し，その精

度を検証した。予測精度の評価は，通常用いられる交差

検証法を用いて行った。 

 

方 法 

１ 空間濃度分布の予測方法 

RK 法では，PM2.5濃度は以下に示す 2 つの成分の和と

して表現される（式１）。 

𝐶 = 𝐶1 + 𝐶2（式 1） 

式１において，Cは，PM2.5 濃度の観測値，C1 は，観

測値において環境変数によって決定される決定論的成

分，C2は決定論的成分では説明できない確率論的成分を

示す。さらに，式 1 の決定論的成分 C1 は，LUR 法によ

って以下のとおり表すことができる。 

𝐶1 = 𝛽1𝑥1 + 𝛽2𝑥2+𝛽3𝑥3+𝛽4𝑥4+⋯+ 𝛽𝑛𝑥𝑛 + 𝛽0（式 2） 

式 2 において，xは土地利用や気象条件などの各説明

変数の値，𝛽1～βnは各説明変数に対応した係数，β0は切

片を示す。式 1 により，確率論的成分 C2は，C と C1の

差（以下，「残差」）として算出される。 

RK 法では，観測地点ごとに得られた残差に対して

OK 法を適用し，その空間濃度分布を予測する。OK 法で

は，最初に全ての観測地点の残差の対からその非類似度

𝛾∗を求める。例えば，観測地点 i 及び j における𝛾∗は以
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下のとおり表される 10）。 

𝛾∗ =
(𝑍𝑖 − 𝑍𝑗)2

2
（式 3） 

ここで，Zi 及び Zj はそれぞれ観測地点 i 及び j の残

差を示す。この計算を全ての観測地点のペアについて行

い，全ての𝛾∗と観測地点間の相対距離 h との関係を示し

たものをバリオグラム雲という。次に，このバリオグラ

ム雲に対して，相対距離 h に対して階級区分ℎ̃ごとに細

分化し，𝛾∗の平均値（標本バリオグラム）を求める 11）。 

𝛾∗(ℎ̃) =
1

2𝑁ℎ
∑ 𝛾∗𝑘(ℎ)

𝑁ℎ

𝑘=1
（式 4） 

ここで，𝛾∗(ℎ̃)が階級区分ℎ̃ごとの標本バリオグラム，

Nhは相対距離が hとなる組み合わせの個数，𝛾∗𝑘(ℎ)が相

対距離 hに対する𝛾∗を示す。標本バリオグラムは，階級

区部ℎ̃ごとの平均化された𝛾により表されるが，標本バリ

オグラムに対して最小二乗法により最も当てはまりが

良いバリオグラムモデル 11）を選択したものを理論バリ

オグラムという。なお，標本バリオグラムは，理論バリ

オグラムの当てはめに用いる最大距離ℎ𝑚𝑎𝑥（カットオフ）

が規定されており 12），理論バリオグラムには，バリオグ

ラムが定常状態になる h，すなわち空間的自己相関がな

くなる距離を示すレンジ（range）が規定されている 11）。

この理論バリオグラムを用いることで，観測地点以外の

地点における確率論的成分（C2），すなわち残差を予測す

ることができる。グリッドごとに求めた OK 法の出力値

と，対応する LUR 法の出力値の和が RK 法の予測値と

なる。LUR 法で用いる説明変数は，2 節で示すとおりで

ある。OK 法では，予備解析の結果に基づき，カットオ

フは 100km とし，バリオグラムモデルは，Exp（指数型），

Mat（Matern 型），Sph（球形型）の 3 種類から最小二乗

法により当てはまりの良いものを選択する形とした。本

研究では，以上の操作を 1 日ごとに行い，対象期間の 4

年間で N=1,461 日分の予測値が得られた。 

本研究のデータ整形及び解析は，統計解析環境 R ver 

3.5.113）及びそのパッケージである sp14） ,15）, gstat16）, rg

dal17）, rgeos18）, maptools19）, MASS20）を使用した。 

 

２ Regression Kriging 法の使用データ 

計算には，離島に位置する測定局（長崎県の壱岐測定

局，対馬測定局及び五島測定局）を除いた九州地域と山

口県の一部を含めた北緯 31.0°から 34.2°及び東経 128.0°

から 132.4°の範囲（以下，「対象範囲」）に存在する測定

局における観測データを使用した（図１）。各年度の解析

対象の測定局数は，2014 年度は 148 局，2015 年度は 149

局，2016 年度は 151 局，2017 年度は 140 局であり，図

１は対象範囲及び 2017 年度の測定局の位置を示してい

る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 対象範囲及び測定局の位置 

※） 図中○は 2017 年度の測定局地点を示す。 

 

表１に，本報で使用したデータを示す。本研究では，

対象領域に 1×1 km のグリッドを作成し予測グリッドと

しており，使用データは以降に述べる方法によって予測

グリッドに合わせて整形を行った。PM2.5 濃度の観測デ

ータは，2014 年度から 2016 年度については，環境数値

データベース 21）から 1 時間値（確定値）を入手した。

2017 年度については，対象範囲に含まれる自治体（山口

県，下関市，福岡県，福岡市，北九州市，佐賀県，長崎

県，佐世保市，大分県，宮崎県，鹿児島県）から 1 時間

値（速報値）の提供を受けた。入手した PM2.5 濃度の 1

時間値から，各測定局の日平均値を算出した 22）。このう

ち，日平均値が 200 ㎍/㎥以上または 0 ㎍/㎥以下となっ

た日（N=296）は異常値として除外したものを解析に使

用した。 

気 象 デ ー タ の 作 成 に は ， Weather Research and 

Forecasting （WRF） model ver. 3.8.123）の前処理プログ

ラムである WRF Preprocessing System（WPS）を利用し

た。位置情報の作成を行う geogrid では，Lambert 投影法

による 1km×1km の水平解像度を設定した。土地利用に

は WRF に付随する United States Geological Survey 

（USGS） のデータを利用した。気象データの取り込み

を行う ungrib では，気象データに National Centers for 

Environmental Prediction（NCEP）の水平解像度 1 度，6 時

間ごとの客観解析データ（FNL）24）と気象庁の数値予報

GPV メソ気象モデル（MSM）再解析データ 25）を利用し

た。このようにして作成した WRF の初期条件及び境界

条件から，計算対象領域の緯度（Deg.），経度（Deg.），

地上付近気温（℃），地上付近相対湿度（%），地上付近

気圧（kPa）及び風速（m/s）を取り出して気象データと

した。 

人口データについては，e-Stat26）における 2015 年の国



勢調査 3 次メッシュ（1km×1km）データから予測グリ

ッドの周囲 1.5 km の平均値を算出し，予測に使用した。 

道路延長データ及び標高データについては，国土数値

情報 27）における 2010 年の道路密度・道路延長メッシュ

（1 km×1 km）データ及び 2009 年の標高・傾斜度 5 次

メッシュ（250 m×250 m）データから予測グリッドの周

囲 1.5 km の平均値を算出し，予測に使用した。 

土地利用データについては，国土数値情報における

2016 年の土地利用細分メッシュ（100 m×100 m）データ

から予測グリッド内における土地利用区分の割合  (%)

を算出し，さらに PM2.5 に対して類似の影響を与える発

生源として見なされる変数は合算した。結果として，6 種

類の面積比（農用地，水域，建物用地，自然地，鉄道，

道路）データを予測に使用した。 

降水量データについては，過去の気象データ・ダウン

ロード 28）から，対象範囲内の AMeDAS で観測された日

合計降水量を入手し，OK 法を用いて空間補間を行った。

なお，OK 法では，3 種類のバリオグラムモデル（Exp, 

Mat, Sph）より最もフィッティングが良いモデルを自動

選択し，カットオフ=300km に設定した。 

LUR 法で使用する説明変数は，以上の入手データか

ら，排出，輸送，変質，沈着といった大気汚染物質の濃

度を決定する重要な要素との関連性を考慮して設定し

た（表２）。LUR 法の予測は，準備した説明変数から

Backward stepwise 法により優位な変数が抽出され 29），さ

らに予め設定した係数の方向と説明変数の係数の正負

が一致したものが使用されるように設定した 30）。 

表１ 使用データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 使用した説明変数及び説明変数の係数の方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予測値の精度評価 

予測値の精度評価は，多くの研究でモデルの評価に用

いられている一個抜き交差検証法を使用した。この手法

は，1 地点の観測データのみを除外したデータセットを

用いて RK 法による予測値を求める操作を全地点につい

て繰り返し，除外した地点の予測値と観測値を比較する

手法である 15）。比較した結果は，決定係数（R2）及び予

測値と測定値の二乗平均誤差（RMSE）の 2 つの指標値

によって評価した。これらは以下のように定義される。 

𝑅2 = 1 −
∑ (𝑧𝑙 − 𝑧𝑚)

2𝑛
𝑙=1

∑ (𝑧𝑙 − 𝑧𝑙̂)
2𝑛

𝑙=1

 

𝑅𝑀𝑆𝐸＝√
1

𝑛
∑(𝑧𝑙 − 𝑧𝑚)

2 

ここで，𝑧𝑙は測定値，𝑧𝑚は測定値に対応する予測値，

𝑧𝑙̂は測定値の平均値，ｎはデータ数である。 

 

４ 結果と考察  

図２に，PM2.5 日平均値と対応する交差検証法により

算出された予測値の散布図を示し，図中には同法による

指標値の結果を示した。カナダのモントリオールで観測

されたPM2.5の日平均値を用いた事例では，R2：0.46-0.89，



RMSE：2.36-3.34と報告されており 31），本報の指標値（R2：

0.90，RMSE：2.49）はこれと同程度と良好な予測精度で

あった。このことから，RK 法は PM2.5日平均値を使用し

た空間濃度分布予測手法として活用可能であることが

示唆された。 

今後，PM2.5 日平均値に加えて年平均値及び高濃度平

均値 （高濃度日 （日平均値 35 µg/m3を超える県内の測

定局 が存在する日）の年間の平均値）についても同法を

適用し，予測精度を検証する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ PM2.5日平均値と対応する交差検証法により算出  

された予測値の散布図 

※） 実線は 1:1 の関係を示し, 点線は 0.7:1 及び 1:0.7 の  

関係を示す。 

  

ま と め 

九州地域を対象に 2014 年度から 2017 年度における

PM2.5の空間濃度分布について，PM2.5日平均値を用いた

RK 法により予測した。 

交差検証法を用いた精度評価結果では，指標値が先行

研究と同程度となり，良好な予測精度を示すことが確認

された。 
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